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１．価格交渉・転嫁対策

２．業界ごとの自主行動計画の改定・徹底

３．その他 取引適正化への取組
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2023年9月 価格交渉促進月間、フォローアップ調査の概要

①アンケート調査

○調査の中身、業種

中小企業等に、発注側の事業者（最大3社分）との間の価格交渉・転嫁の状況を問うアンケート票を送付。 調査票の配布先
の業種は、経済センサスの産業別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数 30万社

○調査期間 2023年10月10日～12月6日
※当初の〆切は11月10日であったが、期間終了後も回答があったため、それらも含めて再集計。

○回答企業数 36,102社（※回答から抽出される発注側企業数は延べ44,059社）

（参考：2023年３月調査：17,292社、 2022年９月調査：15,195社)

○回収率 12.0％ （※回答企業数/配布先の企業数）

• 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、中小企業が適切に価格交渉・転嫁できる環境を
整備するため、2021年9月より毎年９月と3月を「価格交渉促進月間」と設定。2023年9月で5回目。

• 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁それぞれの実施状況について、中小
企業に対して「①アンケート調査、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施し、結果を取りまとめ。

②下請Gメンによるヒアリング調査

○調査対象

地域特性や業種バランスに配慮した上で、商慣習等によりコストが取引価格に反映できていない状況や、発注側企業との間で、
十分な価格交渉が行われていない状況が見られた事業者等も含め、対象先を選定。

○調査期間 2023年10月23日～12月15日

○ヒアリング件数 約2,000社
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交渉を希望したが、
行われなかった
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〈価格交渉〉 〈価格転嫁〉

【価格交渉】
⚫ 「発注企業からの申し入れにより、交渉が行われた」企業の割合は、約２倍に増加。価格交渉しや
すい雰囲気は、徐々に醸成されつつあるが、課題も残る（交渉材料が準備できない等）。

【価格転嫁】
⚫ コスト全体の転嫁率は３月時点から微減して45.7％となったものの、「全く転嫁できなかった」または

「減額された」企業の割合は約3ポイント減少。 価格転嫁の裾野は広がりつつあるが、高い転嫁
率を目指す必要。
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価格交渉・価格転嫁の動向（2023年9月価格交渉促進月間結果）
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要素別転嫁率（2023年9月価格交渉促進月間結果）
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⚫ 労務費、エネルギー費は、原材料費と比較して約10ポイント低い水準。

⚫ 賃上げ原資の確保に向けて、労務費の価格転嫁が重要。
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発注者として採るべき行動／求められる行動

★行動①：本社（経営トップ）の関与

①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取
組方針を具体的に経営トップまで上げて決定すること、②経営
トップが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方法で社
内外に示すこと、③その後の取組状況を定期的に経営トップに
報告し、必要に応じ、経営トップが更なる対応方針を示すこと。

★行動②：発注者側からの定期的な協議の実施

受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求めら
れていなくても、業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回
など定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設け
ること。特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スポット取
引と称して長年同じ価格で更新されているような取引において
は協議が必要であることに留意が必要である。

協議することなく長年価格を据え置くことや、スポット取引
とはいえないにもかかわらずスポット取引であることを理由に
協議することなく価格を据え置くことは、独占禁止法上の優越
的地位の濫用又は下請代金法上の買いたたきとして問題となる
おそれがある。

★行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること

労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合
は、公表資料（最低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上
昇率など）に基づくものとし、受注者が公表資料を用いて提示して
希望する価格については、これを合理的な根拠のあるものとして尊
重すること。

★行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと

労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライ
チェーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を行うため、
直接の取引先である受注者がその先の取引先との取引価格を適正化
すべき立場にいることを常に意識して、そのことを受注者からの要
請額の妥当性の判断に反映させること。

★行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと

受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求められた
場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求められた
ことを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱いをしないこと。

★行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること

受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い、必
要に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案すること。

本指針
の性格

✓ 労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。

✓ 労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。

✓ 本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合には、
公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処することを明記。

✓ 他方で、記載された発注者としての行動を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び下請代金法上の問題が生じ
ない旨を明記。

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針①
（令和５年11月29日内閣官房・公正取引委員会）
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★行動②：交渉記録の作成、発注者と受注者の双方での保管

価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管する
こと。

発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動

★行動①：定期的なコミュニケーション

定期的にコミュニケーションをとること。

★行動①：相談窓口の活用

労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について、国・地方公
共団体の相談窓口、中小企業の支援機関（全国の商工会議所・
商工会等）の相談窓口などに相談するなどして積極的に情報を
収集して交渉に臨むこと。

発注者に対して労務費の転嫁の交渉を申し込む際、一例とし
て、６頁の様式を活用することも考えられる。

★行動②：根拠とする資料

発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、最
低賃金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率などの公
表資料を用いること。

★行動③：値上げ要請のタイミング

労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて１年
に１回や半年に１回などの定期的に行われる発注者との価格交
渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受注者が
価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の繁忙期な
ど受注者の交渉力が比較的優位なタイミングなどの機会を活用
して行うこと。

★行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら
希望する額を提示

発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希
望する価格を発注者に提示すること。発注者に提示する価格の
設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注先やそ
の先の取引先における労務費も考慮すること。

受注者として採るべき行動／求められる行動

今後の対応

● 内閣官房は、各府省庁・産業界・労働界等の協力を得
て、今後、労務費の上昇を理由とした価格転嫁が進んで
いない業種や労務費の上昇を理由とした価格転嫁の申出
を諦めている傾向にある業種を中心に、本指針の周知活
動を実施する。

● 公正取引委員会は、発注者が本指針に記載の１２の採
るべき行動／求められる行動に沿わないような行為をす
ることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合
には、独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処し
ていく。

また、受注者が匿名で労務費という理由で価格転嫁の
協議のテーブルにつかない事業者等に関する情報を提供
できるフォームを設置し、第三者に情報提供者が特定さ
れない形で、各種調査において活用していく。

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針②
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・
・・・

（価格交渉/
転嫁の評価）

下請中小企業からの
価格交渉、価格転嫁
についての回答の
平均値（※10点満点）

をア、イ、ウ、エの
４区分で整理。

ア：７点以上、

イ：７点未満、
４点以上

ウ：４点未満、
０点以上

エ：０点未満

⚫１月12日、より一層の自発的な取引慣行の改善を促すため、下請中小企業10社以上から回答が
あった発注側企業全て（220社）について、「交渉・転嫁の状況」を整理した企業リストを、経済産業大
臣より公表。

価格交渉・転嫁の回答状況のリスト（一部）（2023年9月の価格交渉促進月間の結果）

７

法人番号 企業名 ①回答企業数
②価格交渉の

回答状況

③価格転嫁の

回答状況

1 1010001000006 五洋建設(株) 16 イ イ

2 1010001008668 ＪＦＥスチール(株) 11 イ イ

3 1010001025515 ＮＸ商事(株) 15 ウ イ

4 1010001034730 (株)内田洋行 13 イ イ

5 1010001088181 (株)セブン－イレブン・ジャパン 10 イ イ

6 1010001092605 ヤマト運輸(株) 39 ウ ウ

7 1010001098619 日鉄物流(株) 11 ウ ウ

8 1010001112577 日本郵便(株) 11 イ ウ

9 1010001132055 ＪＣＯＭ(株) 10 エ ウ

10 1010401004837 ＮＯＫ(株) 11 ア イ

11 1010401009745 (株)小糸製作所 13 ア ウ

12 1010401010455 (株)小松製作所 30 ア イ

13 1010401013565 清水建設(株) 74 イ イ

14 1010801001748 (株)荏原製作所 10 ウ イ

15 1020001071491 富士通(株) 45 イ ウ



災害対応、賃上げ・投資等のチャレンジを進める中小企業を応援する総理車座対話

官邸HP：https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202401/15kurumaza.html

• 1月15日、岸田総理・齋藤経産大臣・矢田総理補佐官と、災害対応、賃上げ・投資等
のチャレンジを進める中小企業等の経営者との車座実施。

• 能登半島地震への支援や、災害をはじめとする緊急時に備える様々な取組が紹介。

• 賃上げ・投資については、積極的な価格交渉・賃上げ税制の活用・生産性向上投資な
どの取組が紹介。

①(株)浜野製作所 【墨田区 製造業】

代表取締役CEO 浜野 慶一

②(株)協和【群馬県 製造業】

代表取締役社長 八木橋 比佐樹

③FSX(株)【国立市 サービス業】

代表取締役社長 藤波 克之

④(株)広瀬製作所 【大阪府 製造業】

代表取締役社長 廣瀬 恭子

⑤(株)東あられ本舗【墨田区 小売業】

代表取締役会長 小林 正典

⑥日立建機(株)

代表執行役社長兼COO 先崎正文

参加企業一覧（順不同・敬称略）
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春闘に向けた賃上げ・価格転嫁対策のスケジュール

１月12日（金） 齋藤経産大臣より、価格交渉・転嫁についての「企業リスト（220社）」と、「大臣名で指導・助言
を行う旨」の公表

１月15日（月） 岸田総理と、災害対応・賃上げ・投資等に積極的な中小企業との車座

（岸田総理、齋藤経産大臣、矢田補佐官、中小企業5社・大企業１社）

１月19日（金） 「中小企業の活力向上WG」（森屋副長官、藤井補、中企庁長官、関係局長）

 各業界における「自主行動計画」を、「労務費の指針の遵守」、「原材料・エネルギー
価格の全額転嫁を目指す」方向で改正依頼 等

 約束手形、型取引の適正化 等を徹底

１月下旬（P） 通常国会開幕、春闘キックオフ（経団連・経労委報告、労使トップ会談）

２月 春闘 労使交渉本格化、

「次回3月の月間」での交渉・転嫁を、業界団体（約1500）へ依頼

３月 ① 春闘 集中回答（3月中旬）→ その後、中小企業の賃上交渉が本格化

② 2024年３月「価格交渉促進月間」（6回目）の実施
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１．9月の価格交渉促進月間フォローアップ調査結果に基づく指導・助言

交渉・転嫁の状況の芳しくない約20社の経営トップに対し、業所管大臣名で指導・助言。

⇒ 速やかな指導・助言の実施と、その後の取組状況のフォローを、お願いしたい。

２．労務費、原材料費、エネルギーコストの価格転嫁の更なる後押し

（１）下請振興法に基づく「振興基準」を改定し、
①適切な取引対価の決定にあたって「労務費の指針」に沿った行動を適切に取る旨
②原材料費やエネルギーコストの高騰があった場合には、適切なコスト増加分の全額転嫁
を目指すものとする旨 を追記。

（２）「振興基準」改定を踏まえ、各業界団体は、労務費の適切な転嫁に向けた交渉のあり方や、
原材料費やエネルギーコストの適切なコスト増加分の全額転嫁を目指す取り組みについて、
各業種の実情に即した形を検討し、「自主行動計画」に反映。
（次回の本WGで取組状況をフォローアップ）

（３）2024年３月の価格交渉促進月間では、労務費の価格転嫁について、
個別に項目を立て、重点的なフォローアップ調査を実施。

今後の価格転嫁対策

10

【骨太2023 抜粋】
（中堅・中小企業の活力向上）
(前略)原材料費やエネルギーコストの適切なコスト増加分の全額転嫁を目指し、取引適正化を推進する。
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１．価格交渉・転嫁対策

２．業界ごとの自主行動計画の改定・徹底

３．その他 取引適正化への取組



（経緯１）自主行動計画の改定、徹底プランの作成

岸田総理発言
中小・小規模企業の賃上げ実現には、労務費の適切

な転嫁を通じた取引適正化が不可欠である点について、
基本的に合意がありました。
政府としても、公正取引委員会の協力の下、労務費

の転嫁状況について業界ごとに実態調査を行った上で、
これを踏まえて、労務費の転嫁の在り方について指針
をまとめてまいります。
また、業界団体にも、これまで政府で実施した各般

の価格転嫁に関する調査の結果を踏まえ、自主行動計
画の改定・徹底を求めます。

⚫ 昨年2023年3月、政府と労使の代表による「政労使の意見交換」が開催。総理からは
「業界団体にも、自主行動計画の改定・徹底を求める」旨を発言。

（出所）首相官邸HP（2023.3.15）「政労使の意見交換」

12
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（経緯２）自主行動計画の改定、徹底プランの作成

⚫ 2023年4月のWGにおいて、下請Gメン調査で得られた取引上の課題・改善点を踏まえ、

①各業界団体における自主行動計画の改定、

②既に計画に記載された事項を、業界・個社が遵守・徹底するための「徹底プラン」の策定

が行われるよう、各省に対して指示。

2023年
1月～2月 3月 4月~6月

Gメン調査で得た
取引情報を元に

業種ごとの
課題の整理

下請Gメン300名へ増加、年間１万件ヒアリング、 業種ごとの課題の把握・分析

公正取引委員会と中小企業庁との連携、情報共有

副長官
関係
省庁
会議

成
果
確
認
、
今
後
の
方
針
の
指
示

業種ごとの

課題を指摘

3/15
【政労使の

意見交換】
賃上げ等に向け
業界ごとの
取引適正化

業
所
管
省
庁
・
中
小
企
業
庁

具体的な取組状況をフォローアップし、来年のプロセスに繋げる

業界団体に対し、公正取引委員会や
下請Ｇメンによる取引実態に関する調査に基づき
自主行動計画の改定・徹底を求める。

3/17
【中小企業
政策審議会】

（Ｐ） 13



１．取引対価･価格交渉
１）各社において絶対に実施しない事項
取引先から要請があるにもかかわらず､協議自体に応じないこと。
[特に注意すべき事例] 
・原材料費、エネルギー費のコスト上昇が明らかにもかかわらず十分な協議を
行わない。 ・労務費等について、取引先の声・困り事を聞かず、十分な協
議を行わないこと。

２）各社において可能な限り実施する事項
(１)明示的な協議を実施する。
①発信：発注者側から、少なくとも年 1 回は、価格交渉の姿勢を示す文書

を取引先各社へ発信し協議の申入れを受け入れる用意があること
を明示する。 等

(２)費目毎に以下の考え方を基に検討。
①原材料費：市況の実態を踏まえたルールの設定/更新により､ 取引価

格への速やかな反映を促進。
②エネルギー費：大幅な変動時等､取引先への影響を勘案し可能な限り

速やかな反映を実施。
③労務費：取引先の声をよく聞き､関係省庁の指針等を踏まえる。

（参考）徹底プラン（自動車工業会）※一部抜粋
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業界 団体 公表目処

自動車
日本自動車工業会 公表済

日本自動車部品工業会 公表済

素形材

11（３団体追加）団体連名
日本金型工業会

日本金属熱処理工業会
日本金属プレス工業協会
日本ダイカスト協会

日本鍛造協会
日本鋳造協会
日本鋳鍛鋼会

日本粉末冶金工業会
追加：日本鍛圧機械工業会、日本工

業炉協会、日本バルブ工業会

公表済

機械製造業

日本産業機械工業会 3月

日本工作機械工業会 公表済

日本建設機械工業会 公表済

日本半導体製造装置協会 公表済

日本ロボット工業会 公表済

日本計量機器工業会 公表済

日本分析機器工業会 1月

航空宇宙工業 日本航空宇宙工業会 3月

繊維
２団体連名

日本繊維産業連盟
繊維産業流通構造改革推進協議会

公表済

電気・
情報通信機器

電子情報技術産業協会 公表済

ビジネス機械・情報システム産業協
会

2月

情報通信ネットワーク産業協会 公表済

日本電機工業会 公表済

カメラ映像機器工業会 1月

情報サービス・
ソフトウェア

情報サービス産業協会 公表済

流通業・小売業

日本スーパーマーケット協会 公表済

全国スーパーマーケット協会 公表済

日本フランチャイズチェーン協会 公表済

日本チェーンドラッグストア協会 公表済

日本ボランタリーチェーン協会 公表済

日本DIY・ホームセンター協会 公表済

建材・
住宅設備業

日本建材・住宅設備産業協会 公表済

紙・紙加工業
日本製紙連合会 公表済

全国段ボール工業組合連合会 公表済

業界 団体 公表目処

金属産業

日本鉄鋼連盟 公表済

日本電線工業会 公表済

日本アルミニウム協会 公表済

日本伸銅協会
公表済

※徹底プランは３月

化学産業

６団体連名
日本化学工業協会
塩ビ工業・環境協会
化成品工業協会
石油化学工業協会
日本ゴム工業会

日本プラスチック工業連盟

公表済

トラック運送業 全日本トラック協会 公表済

建設業 日本建設業連合会 ３月

警備業 全国警備業協会 公表済

放送
コンテンツ業

放送コンテンツ適正取引推進協議会 公表済

商社 日本貿易会 改訂無し

金融業 全国銀行協会
改訂無し

※手形の観点で自主的に改訂

印刷業 日本印刷産業連合会 公表済

造船業
日本造船工業会 公表済

日本中小型造船工業会 公表済

住宅業 住宅生産団体連合会 公表済

広告業 日本広告業協会
改訂無し

※３月に策定されたため

食品製造業
(新設)

食品産業センター
公表済

食品卸売業

(新設)
日本加工食品卸協会

公表済

(新設)
日本外食品流通協会

公表済

(新設)
日本給食品連合会

公表済

(新設)
全国給食事業協同組合連合会

公表済

飲食業
(新設)

日本フードサービス協会
公表済

不動産管理業
(新設)

マンション管理業協会
公表済

電力業 送配電網協議会 公表済

改訂
公表済

1月以降
改訂公表予定

計

48団体 6団体 54団体

【改訂対象団体】

新規策定
公表済

10団体

自主行動計画改定・徹底プラン策定の状況
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業界 団体 公表目処

自動車
日本自動車工業会 公表済

日本自動車部品工業会 公表済

素形材

11（３団体追加）団体連名
日本金型工業会

日本金属熱処理工業会
日本金属プレス工業協会
日本ダイカスト協会

日本鍛造協会
日本鋳造協会
日本鋳鍛鋼会

日本粉末冶金工業会
追加：日本鍛圧機械工業会、日本工

業炉協会、日本バルブ工業会

公表済

機械製造業

日本産業機械工業会 3月

日本工作機械工業会 公表済

日本建設機械工業会 公表済

日本半導体製造装置協会 公表済

日本ロボット工業会 公表済

日本計量機器工業会 公表済

日本分析機器工業会 1月

航空宇宙工業 日本航空宇宙工業会 3月

繊維
２団体連名

日本繊維産業連盟
繊維産業流通構造改革推進協議会

公表済

電気・
情報通信機器

電子情報技術産業協会 公表済

ビジネス機械・情報システム産業協
会

2月

情報通信ネットワーク産業協会 公表済

日本電機工業会 公表済

カメラ映像機器工業会 1月

情報サービス・
ソフトウェア

情報サービス産業協会 公表済

流通業・小売業

日本スーパーマーケット協会 公表済

全国スーパーマーケット協会 公表済

日本フランチャイズチェーン協会 公表済

日本チェーンドラッグストア協会 公表済

日本ボランタリーチェーン協会 公表済

日本DIY・ホームセンター協会 公表済

建材・
住宅設備業

日本建材・住宅設備産業協会 公表済

紙・紙加工業
日本製紙連合会 公表済

全国段ボール工業組合連合会 公表済

業界 団体 公表目処

金属産業

日本鉄鋼連盟 公表済

日本電線工業会 公表済

日本アルミニウム協会 公表済

日本伸銅協会
公表済

※徹底プランは３月

化学産業

６団体連名
日本化学工業協会
塩ビ工業・環境協会
化成品工業協会
石油化学工業協会
日本ゴム工業会

日本プラスチック工業連盟

公表済

トラック運送業 全日本トラック協会 公表済

建設業 日本建設業連合会 ３月

警備業 全国警備業協会 公表済

放送
コンテンツ業

放送コンテンツ適正取引推進協議会 公表済

商社 日本貿易会 改訂無し

金融業 全国銀行協会
改訂無し

※手形の観点で自主的に改訂

印刷業 日本印刷産業連合会 公表済

造船業
日本造船工業会 公表済

日本中小型造船工業会 公表済

住宅業 住宅生産団体連合会 公表済

広告業 日本広告業協会
改訂無し

※３月に策定されたため

食品製造業
(新設)

食品産業センター
公表済

食品卸売業

(新設)
日本加工食品卸協会

公表済

(新設)
日本外食品流通協会

公表済

(新設)
日本給食品連合会

公表済

(新設)
全国給食事業協同組合連合会

公表済

飲食業
(新設)

日本フードサービス協会
公表済

不動産管理業
(新設)

マンション管理業協会
公表済

電力業 送配電網協議会 公表済

自主行動計画改定・徹底プラン策定の状況

※ハイライトが、
「荷主の立場で適正な運賃水準に配慮する」
旨記載いただいた51団体
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１．価格交渉・転嫁対策

２．業界ごとの自主行動計画の改定・徹底

３．その他 取引適正化への取組



60% 70% 80% 90%

食品製造業

繊維工業

建材・住宅設備業

パルプ・紙・紙加工品製造業

印刷業

化学産業

金属

機械製造業

電機・情報通信機器製造業

自動車・自動車部品製造業

輸送用機械器具製造業（造船、航空機、その他）

建設業

情報サービス・ソフトウェア業

運輸業

卸・小売

サービス

約束手形について
⚫ 令和6年を目途として、現金化までの期間が60日を超える約束手形を、下請法上の「割引困難な手形」に

該当するおそれがあるものとして、公取委・中企庁による指導の対象とすることを前提に、下請法の運用の見直

しを検討中。

⚫ （現状）

– 代金支払いの中に、一部でも、手形等が含まれる企業の割合は約31％。

– 現金化までの期間が60日超の手形を使用する発注事業者の割合は、業種ごとにばらつき。

⚫ 下請事業者に資金繰りの負担を寄せないよう、現金化までの期間を短縮する、又は代金は現金払い化すると

いった支払い条件改善に、サプライチェーン全体で取り組むことが必要。

69%

8%

6%

5%

6%
6%

全て現金払い（0％）

10％未満

10～30％未満

30～50％未満

50％以上

全て手形等の支払い

＜取引条件改善状況調査・自主行動計画ＦＵ調査合計値（令和５年度）＞

手形等での支払い
約31％

【業種別】現金化までの期間が60日を超える手形を
使用する発注事業者の割合

支払方法（受注側）
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【参考】 約束手形等の支払いサイトの短縮について

1,28
0

⚫ 2023年2月、サイトが60日を超える手形等により下請代金を支払っていた親事業者約6,000
者に対し、中企庁と公取委が連名で、可能な限り速やかに60日以内に短縮するよう要請。

⚫ 2024年を目途に、サイト60日超の手形等（※）を指導対象とする前提で見直し検討も記載
（④）。 （※）電子記録債権（例：でんさい）、一括決済方式（例：ファクタリング、売掛債権の譲渡）も含む

①

②

③

④
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課題 現状 対処方針

型の所有、取引条件 取引条件に対する指示が口頭等で曖昧 各項目に係る取引条件の明確化と書面化の徹底

型代金・型相当費の
支払い

量産開始まで型代金・型相当費が支払われず、
支払も24回分割払で資金繰りが苦しい

・型の製造も委託する契約では、完成品の引き渡し時点で一括払い
・資金繰りに課題のある発注側企業には更なる前倒し

型の廃棄・保管
・廃棄の取り決めが不明確で、廃棄の判断がされない

・保管、メンテナンス等の費用は受注側負担
型の製造も委託する契約形態では、発注側が、廃棄の取り
決めを定め、取り決めに基づき廃棄。保管料は発注側負担。

廃棄年数・保管費用
項目等の実効的目安

産業実態に則した具体性のある目安の策定
(自動車、産業機械、電機・電子・情報産業)

型の廃棄・返却の目安
・量産期から補給期への移行の明確化
・廃棄・保管に関する定期的な協議・連絡
・廃棄を前提に協議する型の経過年数の明確化
（自動車：量産終了後15年、産業機械：量産終了後10-
15年、電機・電子：最終生産後3年）
型保管費用項目の目安
・土地建物費等項目を明確化

型の技術・ノウハウ
発注側企業から、一方的に型、図面データ等の
提供を要請され、第三者に譲渡等

・秘密保持契約を含めた取決めの書面化
（意図せざる図面やデータの流出防止）
・型の製作技術・ノウハウに対する対価の支払い

「型取引の適正化」に向けた課題と対応方針 出典：令和元年12月 「型取引の適正化推進協議会」報告書
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型取引の適正化について

◆量産終了後の型の保管費用の支払い

（【出来た（「概ね出来た」と「一部出来た」の合計）】割合を集計）

※量産終了後の型の保管費用の支払いについて「概ね出来た（81～100%）」「一部出来た（41～80%）」「あまり出来なかった（1～40%）」「出来なかった（0%）」「該当なし」
の選択肢を設置。 「該当なし」 を除いて再集計している。※令和2年度、令和3年度においては同様の設問はなかったため、令和4年度の結果のみを掲載。

　  

令和4年度

■ 発注側 64%

■ 受注側 50%

受発注間の差 14pt

64%

50%

１．発注側

２．受注側

発注側 受注側

⚫ 製品等の量産終了後の、「型の保管費用」が適正化・改善が【出来た】と回答した割合は、発注側で

64％、受注側で50％。更なる改善を要する状況。

⚫ 昨年３月、金型の無償保管を下請事業者に強要した親事業者に対し、初めて「下請法違反」として勧告。

（昨年11月にも勧告）これを踏まえ、公取委・中企庁が連名で、金型等を無償保管させない旨の要請文

を関係業界へ発出。

⚫ その他、引き続きアンケート調査や下請Ｇメンヒアリングによる継続的なフォローアップ、不適正な取引事

案に対する下請法等に基づく厳正な対応により、「型」に係る取引の適正化を図る。

＜取引条件改善状況調査結果（令和４年度）＞
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◼ 令和５年３月、親事業者が所有する木型及び金型を下請事業者に無償で保管させていた
行為について、下請法に違反するとして勧告（金型の無償保管に係る初の勧告事例）

岡野バルブ製造株式会社に対する勧告（概要）

下請法の執行事例①（金型等の無償保管）
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下請法の執行事例②（金型の無償保管）

◼ 令和５年１１月、親事業者が所有する金型を下請事業者に無償で保管させていた行為及
び無償で棚卸し作業を行わせた行為について、下請法に違反するとして勧告

サンケン電気株式会社に対する勧告（概要）

令和５年以降、金型等の無償保管要請を行った事業者に対し勧告を行っていることを踏まえ、引き続き、
この問題に厳正に対処していくとともに、改めて業界団体への周知等を通じた啓発活動を行っていくこと
としている。 23
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